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オオムラサキ

   前ばねの長さが45～70ｍｍと、日本に棲むタテハチョウ

の中では最大になるオオムラサキ。夏の林のなかで、クヌ

ギなどの樹液に集まっています。気品ある姿から、日本昆

虫学会によって1957年に国蝶に指定されました。 ところ

が、里山の雑木林が失われるにつれ、幼虫の食樹である

エノキやエゾエノキが減り、次第に姿が見られなくなって

きました。環境省が2000年に制定した新レッドデータでは、

準絶滅危惧種として扱われています。
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グル－プ事業内容

会 社 名

設 立

創 業

本社事務所

代 表 者

資 本 金

売 上 高

売上高の推移

連結対象会社

伊藤ハム株式会社

1948年（昭和23年）

1928年（昭和3年）

兵庫県西宮市高畑町4番27号

代表取締役社長　伊藤 正視

224億1,500万円

4,926億6,000万円（連結）

連 結 子 会 社

持分法適用関連会社

／45社

／11社

従 業 員 数

主 な 事 業

2,191人（連結：5,777人）　　　　　

● 食肉加工品の製造及び販売

● 食肉の加工及び販売

● 調理加工食品、惣菜類の製造及び販売

　など

（連結） ● ハム・ソ－セ－ジ事業
● 食肉事業
● 調理加工食品事業

コアドメイン
● 乳製品事業
● 外食事業
● 医療品事業
● ワイン事業

サテライトドメイン

● 輸入代行事業
● 物流事業
● 人材派遣業

サポーティングドメイン
● 伊藤文化財団
● 伊藤記念財団

ソーシャルドメイン会社概要／「2004年環境報告書」について
ごあいさつ

経営方針
　社是／伊藤ハムグループ企業理念／伊藤ハムグループ経営ビジョン

コンプライアンス
   企業倫理規範／推進組織／情報の開示及び共有化／意識調査の実施／
　講義／相談窓口の設置

環境報告
　1.　環境基本方針
　　　　基本理念／行動指針

　2.　3カ年計画の取り組み結果と自己評価
　3.　私たちと環境との関係
　4.　2003年度の活動ハイライト
　5.　環境マネジメント
　　　　環境マネジメントの推進組織／環境監査の実施／ISO14001認証取得／グリーン購入／
　　　　関係法規及び法の遵守／環境クレーム・事故／緊急時の対応策／環境会計

　6.　環境負荷低減の取り組み
　　　　省エネルギーの取り組み／温室効果ガスと化学物質の排出抑制／廃棄物の削減と有効利用／
　　　　その他の環境負荷低減活動

　7.　環境コミュニケーション
　　　　従業員教育／情報開示

社会性報告
　1.　社会貢献活動基本方針
　　　　社会貢献活動理念／活動方針／推進組織

　2.　社会とのかかわり
　　　　森林保護活動／クリーンアップ活動／ユニセフ支援活動／被災地救済支援活動／
　　　　ボランティア活動／社外関連団体への参加

環境データ集
　　　　伊藤ハムグループの環境データ
　　　　サイトデータ（伊藤ハム・関連会社）
　　　　環境保全活動の沿革        

絵で見る伊藤ハムの環境活動・工場見学
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　環境報告書の信頼性や客観性を確保する上で第三者認証は重要であると考えますが、①第三者認証に関するガイド

ラインが制定されていないこと、②認証機関の資格要件が不明確であること、などから本報告書では取得していません。

今後、ガイドラインの発行などによって、審査の客観性や公正性が確立された時点で、取得の時期や方法について検討

していきます。

　尚、掲載データについては、本社の所轄部門及び環境担当部門が内容確認・精査しています。　

第 三 者 認 証 に つ い て

［組織］

［期間］ 2003年4月1日～2004年3月31日
※集計方法の見直しなどにより、「2003年環境報告書」に記載したデータを一部修正・変更して掲載した箇所があります。
※掲載している数値データは四捨五入しているため、合計及び増減のパーセントが合わない場合があります。
※環境パフォーマンス（関連会社の取り組み実績）にサンキョーミート株式会社の環境データを掲載しています。
※北神加工センターは、2004年2月末日に閉鎖しました。よって環境データは同月までのものを掲載しています。
※一部に2004年4月1日以降の活動内容が含まれています。

： 九州工場、六甲工場、西宮工場、豊橋工場、東京工場、船橋工場、北神加工センター

： 東北工場、小樽工場

： 小矢部工場

伊 藤 ハ ム 株 式 会 社

伊藤ハムデイリー株式会社

伊藤ハム食品株式会社

対 象 範 囲

2005年6月を予定しています。

次 回 発 行 予 定

　環境報告書は、伊藤ハムグループの環境マネジメントの考え方、取り組み内容とその結果、社会活動などを誠実にかつ

わかりやすくお伝えし、ステークホルダーの皆様方とのコミュニケーションを図り、環境保全活動に反映させることを目

的に発行しています。

編 集 方 針

  　伊藤ハムグループとして5回目の発行となる本環境報告書は、

  １．会社基本項目

  ２．環境報告

  ３．社会性報告を大分類項目とし、環境側面のほか社会的側面も掲載しました。取り組みの結果である環境パフォーマ

  ンスについては、巻末に環境データ集としてとりまとめわかりやすくしました。また、なるべく多くの方に伊藤ハムグ

　ループの環境保全活動をわかりやすくご理解していただくために「絵で見る伊藤ハムの環境活動・工場見学」を設け

　ました。 
  ※ 環境省の「環境報告書ガイドライン（2003年度版）」に準拠して構成しました。
  ※ 環境報告書を幅広くお届けするために、弊社ホームページ上でも情報を公開しています。
  ※ 弊社の組織は、ディビジョン＝DIV、デパートメント＝DEPTの略称で表記しています。
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　社是「事業を通じて社会に奉仕する」のもとに、地球環境と社会との調和を図りつつ、お客様の「信用」と「信

頼」を大切にして企業価値を高めていくために、次のような「企業理念」「経営姿勢」「行動規範」を定めて実

践しています。 

社　是 
事業を通じて社会に奉仕する 

伊藤ハムグループ企業理念 

1.

2.

3.

コーポレートブランドを高め続ける企業を目指します 
1）限りなく顧客満足を高め続けます。 
2）株主を重視し、タイムリーなディスクローズを行います。 
3）コンプライアンスを徹底し、社員のやりがいを尊重します。 
4）地球環境への配慮と社会貢献活動を大切にします。  

利益ある成長を続け企業価値の最大化を目指します 
1）マーケティング力を高め、時代の変化に対応した新たなビジネスモデル、 
    商品開発に挑戦していきます。 
2）各部門の技術の深耕により、品質と安全性を高めます。 
3）ローコスト経営を推進し、外部環境に左右されない利益体質の確立を図ります。 
4）キャッシュフローを重視し、強靱な財務体質の確立を図ります。 
5）時価総額を高め企業価値と信頼性をより大きなものとします。 
6）経営資源を集中させ、資産効率とコストパフォーマンスを高めます。 

チャレンジ精神の高揚と活力ある企業風土づくりを目指します 
1）マーケティングに強い会社を目指します。 
2）フラットでスリムな組織とし、ムダを省きスピードを 
   重視した経営を目指します。 
3）人事の流動化を促し、人材育成と能力開発を 
   促進します。 
4）人事制度改革を推進し、成果主義の浸透を図ります。 
5）個人のスキルを重視すると共に女性の能力を 
　 積極的に活用していきます。 
 
 

1.

2.

3.

代表取締役社長 

ご
あ
い
さ
つ 

従業員心得 

企業理念 
お客様（顧客）の「信用」と「信頼」から「安全」と「安心」が生まれます。「安心」こそが伊藤ハム
ブランドのすべてです。ブランド力を日々強化し、企業価値を高めていく事が社会的貢献であり
私達の使命です。 

経営姿勢 
●顧客中心主義に徹すると共に変化対応能力を高め、その実践を重んじます。 
●人事は能力主義、成果主義を重視し、何事にも挑戦意欲を尊び、活力ある職場を目指します。 

行動規範 
●あらゆる法令や会社の規則を遵守し、社会的良識に沿って行動します。 
●すべての業務は「受注」につながり、顧客の「リピート」に帰着します。そのような 
   認識のもとに情報を共有し、スピードとコミュニケーションの大切さを心して考動します。 
●「強く　正しく　逞しく」の伝統精神のもと、自己責任原則を徹底します。  

2004年6月 

はじめに 

　地球温暖化をはじめとする地球環境問題は、家庭 ･企業 ･行政などのさまざまな努力にもかかわらず、ま

すます深刻化しております。目まぐるしい技術革新と経済のグローバル化による、大量生産、大量消費、大

量廃棄型の生産・消費パターンからの転換を図り、「活力ある持続可能な社会の構築」に向け、環境に配慮

した経営が強く求められております。 

　こうした状況を背景に、弊社は1999年に制定した環境基本方針で、「基本理念」と「行動指針」及び「中

期環境目標」を掲げました。さらに本年より「第2次中期環境目標」を策定し、従業員一人ひとりが環境意

識を高め、事業活動を通じて環境保全に取り組んでまいります。　 

　また、本年４月、「伊藤ハムグループ新中期経営計画」を策定いたしました。この計画はグループの経営理

念として、企業の使命、経営ビジョン、経営者・従業員の倫理規範をうたい、高いコンプライアンス意識のも

とに、よき企業市民として地球環境への配慮と社会貢献活動を大切にする企業活動を目指した企業像を策定

したものです｡ 

2003年度の取り組みと実績のご報告 

　生産部門におきましては、環境マネジメントのベースとなる国際規格ISO14001について、昨年5月船橋工

場が認証取得しました。これで伊藤ハムのハム･ソーセージ及び調理食品の生産工場はすべて認証登録を

いたしました。 

　生産活動に伴う環境負荷やエネルギー使用量を減らすコージェネシステムは、本社・西宮工場他４工場に

導入しており、グループにおける電力 ･燃料などの総エネルギーの使用量は、2003年度を目標年とした中期

目標を達成いたしました。 

　物流部門におきましては、グループ会社である食品物流のデイリー物流株式会社が、本年 3月に 

ISO14001を取得いたしました。また、大気汚染防止といたしまして、グループ全体で使用する営業車輌には、

低公害車である「天然ガス自動車」をはじめとする「低燃費かつ低排出ガス車」を積極的に導入いたしまし

た。さらに継続的にアイドリングストップ運動を実施しております。 

　地域社会とのコミュニケーションといたしまして、伊藤ハムグループの「社会貢献活動の理念と活動方針」

を策定いたしました。その中で、昨年4月より、まず弊社の発祥の地である神戸市において、市民参加の健

全な森林づくり、また森林ボランティアの養成にもつながる「こうべ森の学校」の運営に全面的な支援をいた

しました。毎月、多くの市民の皆さんが森林づくりに積極的に参加されております。さらに、毎年9・10月の2

カ月間を「社会貢献推進期間」と定め、全国の従業員と家族によるボランティア活動で地域における海岸のク

リーンアップや森林保全、また地域社会で清掃美化活動などを積極的に行いました。これからも継続して地域

社会の環境保全に努めてまいります。 

　この環境報告書は、2000年に発行して以来、弊社グループの環境保全活動の結果をご報告し、皆様との

積極的なコミュニケーションを図り、環境対策のレベルアップにつなげることを目的にしております。2004年の

発行にあたり、心新たに環境基本理念の「地球環境の保全と社会との共生」を図る努力をこれからも持続し

てまいります。 

　皆様からの忌憚のないご意見をいただければ幸甚に存じます。 

 

伊藤ハムグループ経営ビジョン 
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　私たちは地球規模の環境保全が、人類共通の最重要課題の一つであることを

認識し、事業活動を通じて環境に配慮し、その保全と社会との共生を図る努力を

持続的に実践してまいります。 

　「地球環境の保全と社会との共生」は経営の最重要課題の一つであり、そのための取り組みを

積極的に行うことは企業の社会的責任の一つとして捉えています。1999年に制定した環境基本

方針の中で掲げた基本理念と行動指針に基づき、グループ全従業員が一丸となったトータルな環

境保全活動に計画的・継続的に取り組み、環境保全レベルの向上に努めています。 

公正な行動 
伊藤ハムグループは、会社が社会の公器であるとの自覚と責任のもと、常に社会的良識に沿って 
公正に行動します。 

倫理観と遵法の精神 
常に遵法に心がけ、確固たる倫理観をもって誠実に事業活動を行います。 

関係法令の社内徹底 
事業活動に必要な関係法令の収集とその理解に努め、 
その遵守を確実にするため、社内規程の制定と教育・ 
アナウンスなどを通じて社内徹底を図ります。 
 
法令違反の早期是正と厳正対処 
業務遂行活動が関係法令や社会的良識に反する場合は、
速やかにその違反状態を是正し、再発防止に努めると
ともに、違反行為に対して厳正に対処します。 

1.

2.

3.

4.

　2004年1月には、勤続10年・20年・30年の社員

を対象にコンプライアンス意識調査を行い、浸透状

況を把握し、推進活動に役立てています。 

開発から使用・廃棄に至るすべての過程で環境影響に十分配慮した商品、及び

サービスの開発推進を行います。 
 

環境に及ぼす影響を考慮し、環境目的・目標を定め、定期見直しにより環境保

全の継続的改善を図ります。 
 

環境関連法・規制・条例・協定を遵守し、自主管理基準を定め環境保全活動に

努めます。 
 

省エネルギー、省資源、及び廃棄物・温暖化物質・オゾン層破壊物質の排出削

減を図るとともに、廃棄物の資源リサイクルを推進し、循環型社会形成の対応

と地球環境負荷低減に努めます。 
 

外部・内部監査を定期に実施し、自主管理の徹底を図ります。 
 

社内外の環境教育及び社内広報活動を通じて、従業員に環境基本方針の理解

と環境保全意識の向上を図ります。 
 

海外事業活動において、当事国における環境保全に十分配慮します。 
 

環境基本方針及び環境保全と活動結果について、環境報告書により情報開示

します。 

1. 

 
 

2. 

 
 

3. 

 
 

4. 

 

 
 

5.  
 

6． 

 
 

7. 
 

8.

行動指針 

基本理念 

　社是、企業理念及び経営ビジョンに基づき、お客様の満足を高め、健全で誠実な企業活動を行う上で守るべ

き考え方を｢企業倫理規範｣として策定しました。役員や従業員全員が倫理規範と行動指針を遵守し、高い倫

理意識のもと、企業価値の向上を目指し取り組んでいます。 

企業倫理規範 

推進組織 

　従業員のコンプライアンス・マインドの浸透を図り、

より一層の啓発活動を進めるために社内イントラネッ

トや社内報でコンプライアンスに関する情報を開示

しています。ハンドブック、推進規程、事例集、Ｑ＆Ａや、

相談窓口に関する情報を開示しています。 

 

情報の開示及び共有化 

意識調査の実施 

1. 環境基本方針 

 
　従業員のコンプライアンスに対する意識・関心を高

めるため、新入社員研修、階層別研修や部門研修、所

長会議や店長会議などさまざまな場面でコンプライ

アンスについての講義を行っています。 

講義　 

講義風景 

　従業員がコンプライアンスに関することで困ったと

き、悩んだときの相談先として次のような窓口を設置

しています。 

　なお、相談窓口の対応手順や通報・相談者の保護な

どについては、2003年10月に設けた「社内通報規程」

に詳細を規定しています。 

Ａ　社内相談窓口（監査室） 
Ｂ　なんでも弁護士相談室（弁護士） 
Ｃ　ユニオン相談ダイヤル（労働組合） 
Ｄ　人事ホットメール（人事DEPT） 

相談窓口の設置 

 

 
特
別
委
員
会
 

経営執行会議 

職制（各部署の責任者） 

従業員 

コンプライアンス委員会 

 　委員長（社長） 
　委員（各部門の責任者） 
　事務局（監査室） 

コンプライアンス・ハンドブック 

社内イントラネットの画面 
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第2次中期環境目標 

温室効果ガスの排出削減 

 2004年4月に策定された「伊藤ハムグループ新中期経営計画」にともない、「第２次中期環境目標」を設定しまし

た｡第2次中期環境目標は、2003年度を基準年とし、2004年度から3ヵ年の目標としております。全従業員が一

丸となって目標達成に積極的に取り組んでいきます。　

　蒸気ボイラーを高効率型へ交換したり、燃料をLPガス

から天然ガスに転換するなど、二酸化炭素(CO2）の排出

削減対策を実施し削減に努めました。しかし、ハム・ソー

セージの燻煙対策に新たな焼煙設備の導入や、西宮工

場を除く他の工場では重油燃料を使用したコージェネシ

ステムを導入したため、二酸化炭素の排出量は基準年よ

り生産原単位で3.5%増加しました。 

※ 1）～3）は生産原単位　   

2004年度目　標　値中期環境目標

・ 総エネルギー使用量を4％削減

・ 用水使用量を4％削減

▲1.5％

▲1.5％

70％

70％

▲1.5％

93%

▲1.5％

2005年度

▲3.0％

▲3.0％

75％

75％

▲3.0％

96%

▲3.0％

2006年度

▲4.0％

▲4.0％

80％

80％

▲4.0％

100%

▲4.0％

1） 省エネルギー、省資源の推進

・ 廃棄物排出量を4％削減

・ リサイクル率100％
2） 廃棄物の削減とリサイクルの推進

・ グループ会社のＩＳＯ14001認証取得の推進　

・ 環境監査の継続実施
5） 環境管理体制の充実

・ 事務用品のグリーン購入率  80％（金額ベース）　　　

・ 事務機器のグリーン購入率  80％（数量ベース）
4） グリーン購入の推進

・ 二酸化炭素（ＣＯ2）の排出量を4％削減3） 温室効果ガスの排出削減

　1999年2月に策定した「伊藤ハムグループ環境基本方針」に沿い、環境保全活動を進めてまいりましたが、より

一層活動を進めるため2000年度に「第１次中期環境目標」を設定しました｡中期目標は、1999年度を基準年とし、

2001年度から3ヵ年の目標としております。

用水使用量の削減
詳しくは 
15ページ 

廃棄物の削減と 
リサイクルの推進 

 コンピュータを使用した「廃棄物計量システム」を導入し、

廃棄物の種類や排出量を把握・分析するなどして管理の強

化を進めました。しかし、基準年より生産量が増加したこと

や、生産品目の構成が変化したことなどにより廃棄物の排出

量は生産原単位で3.8%の増加となりました。 

 

廃棄物排出量の削減
詳しくは 
17ページ 

■ 伊藤ハム

九州工場 六甲工場 西宮工場 豊橋工場 東京工場 船橋工場 北神加工 
センター 

■ サンキョーミート ■ デイリー物流

有明ミート 
工場 

霧島ミート 
工場 

藤栄ファーム 
事業部 

仙台物流 
センター 

■ オーストラリア ■ ニュージーランド

ロックデール 
ビーフ社 

ファイブスター 
ビーフ社 

環境管理体制の充実 
ＩＳＯ14001の認証取得
　事業所における環境管理の充実強化を図るためＩＳＯ

14001の認証取得を進め、国内で11事業所、海外で2事業所

の合計13事業所が認証取得しました。2003年5月で伊藤ハ

ムの生産工場はすべて認証取得を完了しました。 

 

詳しくは 
13ページ 

詳しくは 
16ページ 

省エネルギー、省資源の推進 

総エネルギー使用量の削減

　環境マネジメントシステムの運用によるエネルギー管理の

強化と、2001～2002年度に4工場で導入したコージェネシ

ステムの稼動により、総エネルギー使用量は生産原単位5%

削減の目標に対し、9.2%削減できました。 

 

詳しくは 
15ページ 

2. 3カ年計画の取り組み結果と自己評価 を発表します 

環境活動 
Q＆A
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 Q

A

1999 2002 2003 （年度） 

200 

180 

160 

140

0

（kg/t） 

182 186 189

廃棄物排出量の推移 

（kg-CO2/t） 

1999 2002 2003 （年度） 
0

820 

800 

780 

760 

740 

720

生産原単位 

生産原単位 計画完全実施 

782 758 809

二酸化炭素（CO2）の排出量の推移 

第1次中期環境目標の結果 

※ 1）～3）は生産原単位　総エネルギー：原油換算（購入電力＋燃料＋購入蒸気） 

結果目　標　値中期環境目標

・ 総エネルギー使用量を5％削減
・ 用水使用量を10％削減

・ 総エネルギー使用量を9.2％削減
・ 用水使用量を9.3％削減

1） 省エネルギー、省資源の推進

・ 廃棄物排出量を10％削減
・ リサイクル率100％

・ 廃棄物排出量は3.8％増加
・ リサイクル率は89.4％

2） 廃棄物の削減とリサイクルの推進

・ グループの10事業所でＩＳＯ14001を認証取得
・ 環境監査の継続実施

・ 13事業所が認証取得（但し、1事業所は2004年2月に閉鎖） 
・ 対象22事業所の環境監査を継続実施

4） 環境管理体制の充実

・ 二酸化炭素（ＣＯ2）の排出量を8％削減 ・ 二酸化炭素（ＣＯ2）の排出量は3.5％増加3） 温室効果ガスの排出削減

 

　環境監査の継続実施につきましては、事業所独自の内部

監査以外に本部を中心とした監査チームが、22事業所を対

象に延べ35回にわたる環境監査を実施いたしました｡環境

関連の遵法関係や環境プラントで特に問題となる重要な指

摘事項はありませんでした。 

環境監査の継続実施
詳しくは 
12ページ 

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度

済 済 済 

計画8事業所 
実施8事業所 

計画14事業所 
実施14事業所 

計画8事業所 
実施8事業所 

計画5事業所 
実施5事業所 

済 

マーク

自己評価

2003年度の実績値が目標値の105％以上でした。 

2003年度の実績値が目標値を上回りました。 

2003年度の実績値が基準年度を下回りました。 

継続して、より一層取り組みを進めます。 

 

2003年度の実績値が目標値を下回りましたが、 

基準年度より改善されました。 

 

評価の基準

　廃棄物のリサイクル100%を目指し、分別の徹底とリサイク

ル化の研究を進めましたが、残念ながら2事業所で100%を

達成したにとどまりました。しかし、全体のリサイクル率は

89.4%となり、基準年より20.4ポイント向上しました。 

 

リサイクルの推進
詳しくは 
17ページ 

1999 2002 2003 （年度） 
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リサイクル率の推移 

1999 2002 2003 （年度） 

（l/t） 
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総エネルギー使用量の推移 

生産原単位 

　レトルト設備や凝縮機など生産設備の2次冷却水を再使用

し、用水の有効利用を進めるとともに、作業場に用水メーター

を取り付け、水管理の強化を進めました。その結果、用水使用

量は目標達成には至りませんでしたが生産原単位で9.3%削

減できました。 

 

生産原単位 

1999 2002 2003 （年度） 
0

10

35 32 32

用水使用量の推移 
（m3/t） 
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